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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 92,032 26.3 7,022 33.4 7,007 51.7 4,507 64.5
22年3月期 72,839 2.7 5,264 2.1 4,618 51.1 2,740 135.8

（注）包括利益 23年3月期 4,240百万円 （40.7％） 22年3月期 3,013百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 88.77 ― 17.6 11.7 7.6
22年3月期 53.97 ― 12.1 9.3 7.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  283百万円 22年3月期  △143百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 62,597 27,422 43.8 540.14
22年3月期 56,940 23,844 41.9 469.64

（参考） 自己資本   23年3月期  27,422百万円 22年3月期  23,844百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 5,748 △5,636 567 2,428
22年3月期 7,905 △8,290 821 1,858

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 5.00 ― 7.00 12.00 609 22.2 2.7
23年3月期 ― 6.00 ― 7.00 13.00 660 14.6 2.6
24年3月期(予想) ― 7.00 ― 7.00 14.00 16.9

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 41,500 △4.3 1,600 △47.0 1,400 △55.9 900 △54.1 17.73
通期 92,000 △0.0 7,000 △0.3 6,700 △4.4 4,200 △6.8 82.73



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(注)詳細は、添付資料P.16「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注)詳細は、添付資料P.20「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 1社 （社名）
Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., 
Ltd.

、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 50,935,500 株 22年3月期 50,935,500 株
② 期末自己株式数 23年3月期 167,198 株 22年3月期 163,632 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 50,770,368 株 22年3月期 50,775,464 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 71,122 17.1 4,728 39.7 4,475 45.8 2,773 147.5
22年3月期 60,760 △7.6 3,383 △24.8 3,069 △7.6 1,120 74.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 54.63 ―
22年3月期 22.07 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 48,959 19,924 40.7 392.46
22年3月期 44,553 17,846 40.1 351.50

（参考） 自己資本 23年3月期  19,924百万円 22年3月期  17,846百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続 
 は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。 
 業績予想の前提となる仮定等については、P.2【１．経営成績(1)経営成績に関する分析】をご覧ください。 
 
・当社は平成23年4月28日(木)に証券アナリスト、機関投資家向けの説明会を開催する予定です。この決算説明会で配布する資料の概要については、開 
 催後当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度における我が国経済は、政府の景気刺激策の効果に加えアジア経済を中心とした好調を背

景に輸出が伸長するなど、概ね回復基調で推移してきました。当社グループの主要顧客である自動車業界に

おいては、年度前半はエコカー補助金・減税制度により著しい回復を見せましたが、後半は補助金制度終了

により需要が減少しました。また、今年３月 11日に発生した東日本大震災は国内経済に深刻な影響を与え

ました。 

このような状況下、当社グループは新エネルギーや環境対応車等を中心とした低炭素社会の実現に向けた

製品開発に注力してまいりました。さらに、グローバル市場の拡大及び加速する ASEAN 地域の自動車用蓄電

池の需要を取り込むべくタイに生産拠点を設立し、2011 年度中の量産開始を目指して準備を進めておりま

す。 

当連結会計年度における連結業績につきましては、自動車生産の回復とコンデンサ部門の通年寄与により

売上高 920 億３千２百万円（前年度比 26％増）、営業利益 70 億２千２百万円（前年度比 33％増）、経常利

益 70億７百万円（前年度比 52％増）、当期純利益 45 億７百万円（前年度比 64％増）となりました。 

 なお、東日本大震災により、当社グループでは一部設備の被害や停電等による影響はありましたが、操業

に深刻な影響を与える被害はありませんでした。 

 

②セグメント別の状況 

電池電池電池電池・・・・電気機器部門電気機器部門電気機器部門電気機器部門    

当部門の売上高は 571 億７千７百万円（前年度比 23％増）、営業利益は 46億４千５百万円（前年度比 50％

増）となりました。 

■車両用電池 

車両用電池の売上高は 322 億３千６百万円（前年度比 27％増）となりました。 

（自動車用電池) 

補修用は、販売ルートの開拓など拡販努力に加えて猛暑、厳冬など季節要因もあり伸長しました。特に、

発電制御車対応バッテリー《Tuflong ECO(タフロング エコ)》と当年度第３四半期に発売した軽自動車

専用バッテリー《Tuflong Mini(タフロング ミニ)》等の高付加価値製品の販売が好調でした。 

新車用は、エコカー補助金、減税に伴う自動車生産台数の増加とともに環境対応車であるアイドリング

ストップ車用及びオルタネーター回生車両用電池の搭載車種が好調であったことなどにより、前年度実績

を大きく上回りました。 

（フォークリフト用電池) 

新車用は、バッテリー式フォークリフトの生産が回復したため、大幅に増加しました。補修用も国内需

要の回復に加え、拡販努力もあり前年度実績を上回りました。また、輸出については主にアジアにおいて

環境対策としてバッテリー式フォークリフトの導入が進んでいるため、大幅に伸長しました。 

■産業用電池・電気機器 

産業用電池・電気機器の売上高は 249 億４千万円（前年度比 18％増）となりました。 

（産業用電池）  

産業用電池は、電力や公共分野等社会インフラにおける更新需要が堅調に推移したほか、主力の通信分

野においては次世代ネットワークシステム等への設備投資が進み、さらに、前年度に引続き国内の風力発
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電所向けの電力貯蔵用電池《LL-W 形》の納入があり、前年度実績を上回りました。また、データセンタ

ー等の大口案件の受注により、民需分野においても伸長しました。 

なお、産業用リチウムイオン電池・リチウムイオンキャパシタは、用途開拓を含めて、採用実績作りに

努めております。 

（小形電池) 

小形シール鉛蓄電池は、携帯電話基地局向けの増設需要やエレベーター向けの更新需要が大幅に伸びた

ため、前年度実績を上回りました。 

（電源システム機器） 

通信容量の急増やエリア拡大に対応した携帯電話基地局向け電源の需要が大幅に増えたことに加え、電

力･鉄道分野での大口受注を獲得したことにより伸長しました。 

（ゴルフカート）  

上期はゴルフ場の厳しい経営環境により更新需要が伸びず不振でしたが、下期は新規顧客の開拓と大口

更新案件を受注したことにより大きく増加しました。 

 

コンデンサコンデンサコンデンサコンデンサ部門部門部門部門        

当部門の売上高は 152 億４千４百万円、営業利益は７億７千５百万円となりました。 

（アルミ電解コンデンサ） 

欧州、中国を中心とした海外の新エネルギー分野での受注拡大や、好調な中国の設備投資を受けた環境

対応工作機械向けの伸長等により需要が大幅に増加しました。 

（その他） 

フィルムコンデンサは車載用途の回復や建設機械、新エネルギー向けの新製品が伸長しましたが、蒸着

製品は食品包装用途等の需要減により低調でした。 

(注)当部門は平成 21 年 10 月１日付で日立エーアイシー株式会社を連結子会社化したことに伴って新設されたため、前

年度比を記載していません。 

 

合成樹脂製品部門合成樹脂製品部門合成樹脂製品部門合成樹脂製品部門        

当部門の売上高は 196 億１千１百万円（前年度比３％増）、営業利益は 15億８千４百万円（前年度比 12％

減）となりました。 

■成形品 

成形品の売上高は 144 億４千８百万円（前年度比９％増）となりました。 

（成形品） 

熱可塑性樹脂成形品、熱硬化性樹脂成形品ともに、上期の新車生産が堅調だったことから９月のエコ                              

カー補助金の終了による需要の減少があったものの、前年度実績を上回ることができました。 

（シート品） 

車載用途において新規顧客の開拓を行ったことから増加しました。 

■電子材料 

電子材料の売上高は 51億６千２百万円（前年度比 12％減）となりました。 

（積層品・シールド板） 

半導体市場の縮小やエコカー補助金制度の終了等による需要の減少により、前年度実績を下回りました。 
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③次期の見通し 

今後の経済動向につきましては、東日本大震災による我が国の被害は極めて深刻であり、原油価格の高騰

などとも相俟って、今後、企業を取り巻く環境は、極めて厳しいものと思われます。 

このような状況下、当社グループにおいては災害における経済復興を最優先に事業に取り組んでいくとと

もに、新エネルギー・環境志向製品の拡大、グローバル戦略の明確化、モノづくり力の向上を実施し、収益

力を上げるための体質改善を進めて連結経営効率の向上に努めてまいります。さらにＣＳＲの履行と環境安

全経営を実践することにより、株主をはじめとするステークホルダー各位のご期待に沿う企業となるべく邁

進してまいります。 

次期の見通しにつきましては、売上高 920 億円（前年度比横ばい）、営業利益 70 億円（前年度比横ばい）、

経常利益 67 億円（前年度比４％減）、当期純利益 42 億円（前年度比７％減）を確保したいと考えておりま

す。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末から 56 億５千６百万円増加し 625 億９千

７百万円となりました。流動資産は、売上高の増加に伴う売掛金の増加などから、39 億８千１百万円増加

し 364 億７千８百万円となりました。固定資産は、産業用リチウムイオン電池生産設備に関する設備投資や

新規設立した Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.に関する設備投資などにより 16億７千５百

万円増加し、261 億１千９百万円となりました。 

負債につきましては、前連結会計年度末から20億７千９百万円増加し351億７千５百万円となりました。

流動負債は、未払法人税の増加などから 25億６千８百万円増加し 228 億２百万円となりました。固定負債

は、長期借入金が、1年内返済予定の長期借入金になったことなどにより、４億８千９百万円減少し 123 億

７千２百万円となりました。 

なお有利子負債は、前連結会計年度末から 11億１千３百万円増加し、116 億７千７百万円となりました。 

純資産は、前連結会計年度末から 35 億７千７百万円増加し、274 億２千２百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末から５億７千万円増加し、

24 億２千８百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益が前連結会計年度実績より19億６千９百万円多い67億４千４百万円となった

ことや売上債権の増減額が前連結会計年度実績より22億５千７百万円少ない12億２千５百万円の増加と

なった一方で、たな卸資産の増減額が前連結会計年度実績の５億９千３百万円の減少から 13億９千１百

万円の増加に転じたこと、仕入債務の増減額が前連結会計年度実績の 28億９千２百万円の増加から３千

３百万円の減少に転じたこと及び法人税等の支払額が前連結会計年度実績より７億６千３百万円多い 20

億４千２百万円となったことなどから、前連結会計年度実績と比較して 21億５千７百万円少ない 57億４

千８百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出が前連結会計年度実績より22億９千４百万円多い52億５百万円となっ

た一方で、日立グループ会社の資金プーリング取引に伴う短期貸付金の純増減額が前連結会計年度実績よ
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り 38億円少ない５千万円の支出となったことや前連結会計年度実績には日立エーアイシー㈱の当社連結

子会社化に伴い、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出（15 億６千７百万円）があった

ことなどにより、前連結会計年度実績と比較して 26億５千４百万円少ない 56億３千６百万円の支出とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払額が前連会計年度実績より１億１百万円多い６億５千９百万円となったことなどから、前

連結会計年度実績と比較して２億５千３百万円少ない５億６千７百万円の収入となりました。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りです。 

 平成19年 

３月期 

平成20年 

３月期 

平成21年 

３月期 

平成22年 

３月期 

平成23年 

３月期 

自己資本比率(％) 40.7 40.8 49.9 41.9 43.8 

時価ベースの 

自己資本比率(％) 63.7 46.2 63.1 81.1 91.8 

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（年） 
2.9 2.5 0.7 1.3 2.0 

インタレスト・ 

カバレッジ･レシオ 18.4 21.2 52.7 61.6 32.4 

※自己資本比率：自己資本／総資産    

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

１．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出している。 

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出している。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・ 

フローを使用している。 

４．有利子負債は貸借対照表上に計上されている社債、借入金及びリース債務の合計額を対象と 

している。 

 

 

（３）利益分配に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、経営環境、業績、今後の事業展開などを総合的に勘案して、株主への利益配分と内部留保額を決

定しております。内部留保資金につきましては、将来の事業展開に備え、高付加価値新製品の開発投資、既

存製品の競争力強化などに充当し、強靭な経営基盤の確立に努めてまいります。 

当期の配当につきましては、業績の動向を鑑み期末配当金は７円とし、中間配当金６円と合わせ、前年度

より１円増配した通期 13円を予定しています。また、次期の配当金につきましては、中間配当金７円、期

末配当金７円とし、通期 14 円を予定しています。 
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２．企業集団の状況  

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社。以下同じ。）は、当社（新神戸電機㈱）、子会社６

社及び関連会社３社により構成されており、その主な事業内容は、電池・電気機器、コンデンサ、合成樹脂製

品の製造、販売であり、当社と関係会社の当該事業における位置付けは次のとおりです。 

なお、当社は平成 22 年８月 10日付でタイに Hitachi Storage Battery (Thailand) Co.,Ltd.を設立し、連

結子会社としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電池・電気機器部門 

製造会社 

新神戸テクノサービス㈱ 

製造会社 

日立蓄電池（東莞）有限公司 

販売会社 

 

製造会社 

製造会社 

日立バッテリー販売サービス㈱ 

コンデンサ部門 

製造会社 

日立エーアイシー㈱ 

製造会社 

南通海立電子有限公司 

合成樹脂製品部門 

製造会社 

新神戸プラテックス㈱ 

製造会社 

新神戸テクノサービス㈱ 

製造会社 

日立蓄電池（東莞）有限公司 

親 会 社 

日 立 化 成 工 業 ㈱ 

親 会 社 

㈱ 日 立 製 作 所 

   連結子会社 

★  持分法適用関連会社 

   製品の供給 

   製品の供給・サービスの委託 

   部品・材料等の供給 

 

 

新 神 戸 電 機 ㈱ 

製造会社 

台湾神戸電池（股） 

日立ビークルエナジー㈱ 

Hitachi Storage Battery (Thailand) Co.,LtdHitachi Storage Battery (Thailand) Co.,LtdHitachi Storage Battery (Thailand) Co.,LtdHitachi Storage Battery (Thailand) Co.,Ltd....    
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

①当社は、「人と環境の未来のために独創的な先端技術を育み、信頼される製品・サービスで社会に貢献す

る」という経営理念と、「低炭素社会の中核を担う技術・製品・サービスで環境と調和した社会の実現を

目指します」という企業ビジョンを基本に「グローバル、環境・モノづくり、行動改革」という３つの視

点で積極的に行動し、株主、顧客をはじめとするステークホルダーのご期待にお応えすることを基本方針

としています。 

②当社は、経営のあらゆる側面において、基本と正道、法令遵守と企業倫理の向上、労使協調及び無事故無

災害に徹するほか、企業行動基準に掲げる行動指針並びにその実施要領に則り行動します。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループでは、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）及び売上高営業利益率を経営指標として重視してお

り、いずれも 10％以上を目標としています。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と会社の対処すべき課題 

当社グループでは、中長期的な業容拡大のために以下の施策に取り組んでいます。 

① 経営資源の集中、グローバル戦略の強化 

a．エネルギーと環境に重点を置いたフラッグ製品（重要新製品）の早期事業化を図る。 

b．様々な電力マネジメントシステムに、複数の蓄電デバイスを活かした提案をすることにより、新市場

を創出する。 

c．新エネルギー関連製品においては、日立グループとの連携を図り欧米市場に注力する。 

d. 既存製品においては、成長市場であるアジア地域に積極的に経営資源を投入し、Ｒ＆Ｄの現地化も視

野に入れ、海外生産・販売網の拡大により旺盛な需要を取り込む。 

② モノづくり力の向上 

a. 既存主力製品は工法改革による製造リードタイムの短縮、専任プロジェクト体制で原価低減を徹底す

る。 

b. 開発・設計段階での安全設計及びモノづくりでの工程能力の向上により、市場が求める品質・価格を

満足させる。 

③ 連結経営効率の向上 

a. 業務・システムの連携、営業・開発テーマの融合を図り、グループ会社間のシナジー効果を最大限発

揮する。 

b．海外における日立グループネットワークの積極的な活用や当社連結子会社との緊密な連携により、連

結海外売上高比率の向上に努める。 

④ ＣＳＲ活動の充実と環境経営の実践 

a．社会環境や倫理観が変化する中、厳格化するコンプライアンス、コーポレートガバナンスを強化する

とともに企業倫理の確立に努める。 

b．内部統制システムのレベル向上に努めるとともに、実効性のある監査と併せて、企業が果たすべき社

会的取り組み（ＣＳＲ）を推進する。 

c．各国で行われている環境規制及びＣＯ２削減などに積極的に対応し、環境への取り組みを経営効率に

まで高めた環境経営を実践する。 

⑤ 人材育成の促進 

a．スリムな組織で実効を上げられるようジョブローテーションを実施。幅広い業務・部署を経験し全社

的視野を持つ人材を増やす。 

b．海外展開のために、グループ会社間の人材ネットワークを活用し、社内でもグローバル人材の育成を

急ぐ。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,858 2,428

受取手形 1,065 1,149

売掛金 17,888 18,979

たな卸資産 6,184 7,529

繰延税金資産 1,160 1,330

短期貸付金 3,850 3,900

その他 534 1,207

貸倒引当金 △44 △45

流動資産合計 32,496 36,478

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,378 18,804

減価償却累計額 △13,125 △13,631

建物及び構築物（純額） 5,252 5,173

機械装置及び運搬具 50,500 52,610

減価償却累計額 △43,202 △44,593

機械装置及び運搬具（純額） 7,298 8,016

工具、器具及び備品 12,383 12,521

減価償却累計額 △11,321 △11,472

工具、器具及び備品（純額） 1,062 1,048

土地 3,162 3,162

リース資産 111 137

減価償却累計額 △14 △39

リース資産（純額） 96 97

建設仮勘定 108 773

有形固定資産合計 16,981 18,272

無形固定資産   

施設利用権 33 32

その他 445 522

無形固定資産合計 478 555

投資その他の資産   

投資有価証券 2,975 3,071

繰延税金資産 2,692 2,808

長期前払費用 1 13

その他 1,533 1,616

貸倒引当金 △217 △217

投資その他の資産合計 6,984 7,291

固定資産合計 24,444 26,119

資産合計 56,940 62,597
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,627 8,571

短期借入金 3,903 4,205

1年内返済予定の長期借入金 － 1,400

未払金 1,949 1,910

未払費用 3,251 3,608

未払法人税等 1,211 1,747

その他 1,291 1,358

流動負債合計 20,234 22,802

固定負債   

長期借入金 6,500 5,913

退職給付引当金 5,247 5,267

役員退職慰労引当金 318 267

その他 796 924

固定負債合計 12,862 12,372

負債合計 33,096 35,175

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,546 2,546

資本剰余金 3,007 3,008

利益剰余金 18,572 22,419

自己株式 △91 △95

株主資本合計 24,034 27,878

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 287 265

繰延ヘッジ損益 17 －

為替換算調整勘定 △495 △722

その他の包括利益累計額合計 △190 △456

少数株主持分 － 0

純資産合計 23,844 27,422

負債純資産合計 56,940 62,597
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 72,839 92,032

売上原価 55,554 69,613

売上総利益 17,284 22,419

販売費及び一般管理費   

販売手数料 96 79

荷造運搬費 3,243 3,839

給料 2,074 2,592

退職給付費用 322 291

役員退職慰労引当金繰入額 14 19

従業員賞与 848 1,020

減価償却費 90 426

地代家賃 576 580

研究開発費 1,800 2,235

その他 2,952 4,310

販売費及び一般管理費合計 12,020 15,396

営業利益 5,264 7,022

営業外収益   

受取利息 11 17

受取配当金 22 38

受取ロイヤリティー － 119

製品補修費精算差額 － 166

受託共同研究収入 64 －

持分法による投資利益 － 283

その他 431 393

営業外収益合計 529 1,019

営業外費用   

支払利息 128 177

固定資産処分損 134 186

支払リベート － 107

為替差損 － 235

ゴルフ会員権評価損 0 －

製品補修費 474 －

持分法による投資損失 143 －

その他 295 327

営業外費用合計 1,174 1,034

経常利益 4,618 7,007
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 158 －

特別利益合計 158 －

特別損失   

災害による損失 － 126

投資有価証券売却損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 136

特別損失合計 1 262

税金等調整前当期純利益 4,775 6,744

法人税、住民税及び事業税 1,852 2,544

法人税等調整額 182 △306

法人税等合計 2,034 2,237

少数株主損益調整前当期純利益 － 4,507

少数株主損失（△） － △0

当期純利益 2,740 4,507
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 4,507

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △22

繰延ヘッジ損益 － △17

為替換算調整勘定 － △74

持分法適用会社に対する持分相当額 － △152

その他の包括利益合計 － ※2  △266

包括利益 － ※1  4,240

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 4,240

少数株主に係る包括利益 － △0
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,546 2,546

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,546 2,546

資本剰余金   

前期末残高 3,007 3,007

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 3,007 3,008

利益剰余金   

前期末残高 16,389 18,572

当期変動額   

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

当期変動額合計 2,182 3,847

当期末残高 18,572 22,419

自己株式   

前期末残高 △82 △91

当期変動額   

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △9 △3

当期末残高 △91 △95

株主資本合計   

前期末残高 21,862 24,034

当期変動額   

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 2,172 3,843

当期末残高 24,034 27,878
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 40 287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 246 △22

当期変動額合計 246 △22

当期末残高 287 265

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 41 17

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 △17

当期変動額合計 △24 △17

当期末残高 17 －

為替換算調整勘定   

前期末残高 △545 △495

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 50 △226

当期変動額合計 50 △226

当期末残高 △495 △722

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △463 △190

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 272 △266

当期変動額合計 272 △266

当期末残高 △190 △456

少数株主持分   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 － 0

純資産合計   

前期末残高 21,398 23,844

当期変動額   

剰余金の配当 △558 △660

当期純利益 2,740 4,507

自己株式の取得 △9 △4

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 272 △266

当期変動額合計 2,445 3,577

当期末残高 23,844 27,422
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,775 6,744

減価償却費 4,481 4,574

有形及び無形固定資産除却損 134 186

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 0

受取利息及び受取配当金 △33 △55

支払利息 128 177

持分法による投資損益（△は益） 143 △234

有形固定資産売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券売却損益（△は益） △156 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,483 △1,225

たな卸資産の増減額（△は増加） 593 △1,391

仕入債務の増減額（△は減少） 2,892 △33

未払金の増減額（△は減少） △223 △659

未払費用の増減額（△は減少） 379 377

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 20

未収入金の増減額（△は増加） △11 △154

その他 △321 △414

小計 9,280 7,913

利息及び配当金の受取額 33 55

利息の支払額 △128 △177

法人税等の支払額 △1,279 △2,042

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,905 5,748

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付金の純増減額（△は増加） △3,850 △50

有形固定資産の取得による支出 △2,910 △5,205

有形固定資産の売却による収入 3 0

投資有価証券の取得による支出 △114 △191

投資有価証券の売却による収入 273 －

無形固定資産の取得による支出 △128 △175

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△1,567 －

その他 3 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,290 △5,636

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,093 406

長期借入れによる収入 4,600 864

長期借入金の返済による支出 △2,100 －

自己株式の取得による支出 △9 △4

配当金の支払額 △558 △659

その他 △18 △39

財務活動によるキャッシュ・フロー 821 567

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 441 570

現金及び現金同等物の期首残高 1,416 1,858

現金及び現金同等物の期末残高 1,858 2,428
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 該当事項はない。  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社 ５社 

 ・日立エーアイシー㈱ 

 ・日立バッテリー販売サービス㈱ 

 ・新神戸プラテックス㈱ 

 ・新神戸テクノサービス㈱ 

 ・日立蓄電池（東莞）有限公司 

 日立エーアイシー㈱については、同社

の全株式を取得し完全子会社化したた

め、当連結会計年度より連結の範囲に含

めている。 

  

(1）連結子会社 ６社 

 ・日立エーアイシー㈱ 

 ・日立バッテリー販売サービス㈱ 

 ・新神戸プラテックス㈱ 

 ・新神戸テクノサービス㈱ 

 ・日立蓄電池（東莞）有限公司 

 ・Hitachi Storage Battery

(Thailand)Co.,Ltd.  

 上記のうち、Hitachi Storage 

Battery(Thailand)Co.,Ltd.について

は、当連結会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含めている。 

  (2）非連結子会社はない。 (2）      同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用関連会社 ３社     

 ・日立ビークルエナジー㈱ 

 ・台湾神戸電池（股） 

 ・南通海立電子有限公司 

 南通海立電子有限公司については、同

社に出資する日立エーアイシー㈱を完全

子会社化したため、当連結会計年度より

持分法適用の範囲に含めている。  

  

(1）持分法適用関連会社 ３社     

 ・日立ビークルエナジー㈱ 

 ・台湾神戸電池（股） 

 ・南通海立電子有限公司  

  

  (2）持分法非適用非連結子会社はない。 (2）      同左  

  (3）持分法を適用していない関連会社（ピ

ーエス・プロキュアメント㈱、南岩手共

同管理㈱）は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外している。

(3）持分法を適用していない関連会社（南

岩手共同管理㈱）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外してい

る。 

  (4）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用してい

る。 

(4）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、日立蓄電池（東莞）

有限公司の決算日は、12月31日である。連

結財務諸表の作成に当たっては、同決算日

現在の財務諸表を使用している。ただし１

月１日から連結決算日３月31日までの期間

に発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

  

    

  

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法  

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

  ② デリバティブ 

 時価法    

② デリバティブ 

同左   

  ③ たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産

 主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）によ

っている。  

③ たな卸資産 

同左   

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用している。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

       同左 

  機械装置       ５～８年   

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用している。 

 なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間に基

づく定額法を採用している。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっている。   

③ リース資産 

同左  

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 貸倒損失に備えるため、主として、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。    

① 貸倒引当金 

同左  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することにしてい

る。 

② 退職給付引当金 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上している。  

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

   なお、当社は平成20年４月１日付をも

って役員の退職慰労金制度を廃止したた

め、同日以前に就任している役員に対す

る平成20年３月31日における要支給額を

計上し、同日以降の引当金計上を行って

いない。  

  

(4）重要な収益及び費用の計

上基準 

－   ファイナンス・リース取引に係る収益

の計上基準 

 リース取引開始日に売上高と売上原価

を計上する方法によっている。 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上してい

る。  

同左  

(6）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約及びコモディテ

ィスワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象…買掛金及び原材料   

  ③ ヘッジ方針 

 為替リスク及び原材料の価格変動リス

クをヘッジする目的に限定している。 

③ ヘッジ方針 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両者の変動額

の比率分析で判定している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7）のれんの償却方法及び償

却期間 

－  

  

 のれんの償却については、発生日以降５

年間で均等償却している。なお、重要性の

ないものについては発生時に一時償却して

いる。また、平成22年４月１日前に発生し

た負ののれんの償却については、発生日以

降５年間で均等償却している。  

(8）連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

－  

  

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっている。  

(9）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ている。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。 

－ 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、発生日以後５年間で均等償却してい

る。なお、重要性のないものについては発

生時に一時償却している。 

－ 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっている。 

－ 
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

（工事契約に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用している。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はない。 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ10百万

円、税金等調整前当期純利益は147百万円減少している。 

(8）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ている。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その

他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載している。 

(9）連結財務諸表に関する注記事項

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 3,013百万円

少数株主に係る包括利益 － 

計 3,013 

その他有価証券評価差額金 246百万円

繰延ヘッジ損益 △24 

為替換算調整勘定 △8 

持分法適用会社に対する持分相当額 58 

計 272 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法…製品の機能別種類により区分している。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,966百万円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に係る資産である。 

４．減価償却費には、のれん償却額が含まれている。 

５．資本的支出には、のれん及び新規連結子会社取得時の有形・無形固定資産の増加額が含まれている。  

６．追加情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」１．に記載の通り、当連結会計年度においてコンデン

サ事業を営む日立エーアイシー㈱を連結の範囲に含めたため、当連結会計年度より新たな事業区分として「コ

ンデンサ部門」を設定している。  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

項目 
電池・電気 
機器部門 
（百万円） 

コンデンサ 
部門 

（百万円） 

合成樹脂 
製品部門 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 46,485  7,263  19,090  72,839  －  72,839

(2）セグメント間の 

  内部売上高又は 

  振替高 

 0  －  －  0  (0)  －

計  46,485  7,263  19,090  72,840  (0)  72,839

営業費用  43,381  6,925  17,286  67,592  (16)  67,575

営業利益  3,104  338  1,804  5,247  16  5,264

Ⅱ 資産、減価償却費 

  及び資本的支出 
            

資産  26,102  10,300  13,571  49,974  6,966  56,940

減価償却費  2,393  330  1,714  4,439  47  4,486

資本的支出  1,701  4,409  725  6,835  211  7,047

事業区分 主要製品 

電池・電気

機器部門 

鉛蓄電池（自動車用、二輪車用、フォークリフト用、産業用、電力貯蔵用、小形制御弁

式）、リチウムイオン電池（産業用）、リチウムイオンキャパシタ、ニッケルカドミウム

蓄電池、アルカリ蓄電池（ポケット式、焼結式）、充電器、電源システム機器（直流電源

装置、無停電電源装置、電力貯蔵用電源装置）、カートシステム（バッテリー式乗用ゴル

フカート、エンジン式乗用ゴルフカート、電動ゴルフカート、バッグ搬送車） 

コンデンサ

部門 
アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、蒸着製品 

合成樹脂製

品部門 

熱硬化性樹脂成形品、熱可塑性樹脂成形品、複合電装成形品、単層押出シート、多層押出

シート、加飾シート、高反射シート、電気絶縁用積層板、プリント配線板用銅張積層板、

多層プリント配線板用内層回路入り銅張積層板（シールド板）、高耐熱多層材料、電気絶

縁高熱伝導材料 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア…中国、台湾 

(2）その他…欧州、北米 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 １．報告セグメントの概要 

  （１）報告セグメントの決定方法 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のである。 

 当社グループは、製品の機能別に事業を統括する部門を置き、各事業統括部門は、取り扱う製品につ

いて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。 

 したがって、当社グループは、事業統括部門を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、

「電池・電気機器部門」、「コンデンサ部門」及び「合成樹脂製品部門」の３つを報告セグメントとし

ている。 

  

  （２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

 各報告セグメントに属する製品の種類は以下の通りである。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一である。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

  アジア  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,163  2,620  8,784

Ⅱ 連結売上高（百万円）      72,839

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 8.5  3.6  12.1

ｄ．セグメント情報

報告セグメント 主要製品 

電池・電気機器

部門 

鉛蓄電池（自動車用、二輪車用、フォークリフト用、産業用、電力貯蔵用、小形制御弁式）、

リチウムイオン電池（産業用）、リチウムイオンキャパシタ、アルカリ蓄電池（ポケット式、

焼結式）、充電器、電源システム機器（直流電源装置、無停電電源装置、電力貯蔵用電源装

置）、蓄電制御システム、カートシステム（バッテリー式乗用ゴルフカート、エンジン式乗用

ゴルフカート、電動ゴルフカート、バッグ搬送車） 

コンデンサ部門 アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、蒸着製品 

合成樹脂製品 

部門 

熱硬化性樹脂成形品、熱可塑性樹脂成形品、複合電装成形品、単層押出シート、多層押出シー

ト、加飾シート、電気絶縁用積層板、プリント配線板用銅張積層板、多層プリント配線板用内

層回路入り銅張積層板（シールド板）、高耐熱多層材料、電気絶縁高熱伝導材料 
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 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：百万円）

 （注）１．調整額は、以下のとおりである。 

   (１) セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去16百万円である。 

   (２) セグメント資産の調整額7,124百万円は、主なものは当社での余資運用資金（現金及び有価証券）、 

      繰延税金資産及び管理部門に係る資産である。 

  ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 １．製品及びサービスごとの情報 

                                                                                          （単位：百万円）

  

 ２．地域ごとの情報  

 （１）売上高 

                                                       （単位：百万円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。 

   

 （２）有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、 

   記載を省略している。 

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）２ 
電池・電気 
機器部門 

コンデンサ 
部門 

合成樹脂 
製品部門 

計 

売上高             

外部顧客への売上高 57,177 15,244 19,611 92,032 － 92,032 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

4 2 － 6 △6 － 

計 57,181 15,246 19,611 92,039 △6 92,032 

セグメント利益 4,645 775 1,584 7,005 16 7,022 

セグメント資産 33,330 10,441 11,702 55,473 7,124 62,597 

その他の項目             

減価償却費 2,235 680 1,574 4,490 79 4,570 

のれんの償却額   － 16 － 16 － 16 

持分法適用会社への投資
額   

1,633 504 － 2,137 － 2,137 

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額   

4,026 324 1,522 5,873 184 6,057 

ｅ．関連情報

  車両用電池 
産業用電池・

電気機器 
コンデンサ 成形品 電子材料 合計 

外部顧客への売上高 32,236 24,940 15,244 14,448 5,162 92,032 

日本 アジア その他 合計 

78,029 8,834 5,168 92,032 
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はない。 

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日前に発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりである。 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

  （追加情報） 

   当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用している。 

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  
電池・電気 

機器部門  

コンデンサ 

部門  

合成樹脂 

製品部門  
全社・消去 合計 

当期償却額 － 16 － － 16 

当期末残高 － 58 － － 58 

  
電池・電気 

機器部門  

コンデンサ 

部門  

合成樹脂 

製品部門  
全社・消去 合計 

当期償却額 － － △35 － △35 

当期末残高 － － △106 － △106 

ｈ．報告セグメントごとの負ののれんの発生益に関する情報
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 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 該当事項はない。 

  

 上記以外に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

開示を省略する。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額     円 銭 469 64

１株当たり当期純利益金額    円 銭 53 97

１株当たり純資産額     円 銭 540 14

１株当たり当期純利益金額    円 銭 88 77

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成23年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  23,844  27,422

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
 －  0

（うち少数株主持分）  (－)  (0)

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
 23,844  27,422

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株） 
 50,771,868  50,768,302

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）  2,740  4,507

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,740  4,507

期中平均株式数（株）  50,775,464  50,770,368

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５.その他 

（１）役員の異動（平成 23 年６月 28 日付） 

 当社は、本日開催の指名委員会において平成 23年６月28日開催予定の定時株主総会に提案する取締

役候補者を決定しましたのでお知らせします。 

 

１．新任取締役候補者   （  ）内は現職 

   取 締 役   薗頭
そのがしら

 幹雄
み き お

 （執行役副社長） 

   取 締 役   川上
かわかみ

 典彦
のりひこ

  （執行役専務） 

   取 締 役   清水
し み ず

  毅
つよし

 （執行役） 

   社外取締役   大川
おおかわ

 誉夫
た か お

  （㈱ＯＮネット 代表取締役･取締役社長） 

 

２．退任予定取締役   （  ）内は現職 

明石 耕治 （取締役） 

金戸 和 （取締役） 

 

３．重任取締役候補者      （  ）内は現職 

取締役会長   臼井 正信 （取締役会長） 

取 締 役   伊藤  繁 （取締役、代表執行役･執行役社長） 

取 締 役   花枝 昇一 （取締役、執行役専務） 

社外取締役   角田 和好 （日立化成工業㈱ 代表執行役･執行役専務、当社 社外取締役） 

社外取締役   内村俊一郎 （日立化成工業㈱ 執行役、当社 社外取締役） 

 

 

＜ご参考＞平成 23 年４月 25 日現在、当社執行役は以下のとおりです。 

 

代表執行役・執行役社長  伊藤  繁 

執行役副社長       薗頭 幹雄 

執行役専務        花枝 昇一 

執行役専務        川上 典彦 

執行役常務        鎌田 満利 

執 行 役        茅野 真司 

執 行 役        高橋  聡 

執 行 役        齋藤 幸弘 

執 行 役        清水  毅 

執 行 役        小西  真 

執 行 役        吉田 研二 

執 行 役        児玉 弘則 

執 行 役        松本 勇一 
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（２）四半期連結業績の推移

　当期　(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日) （単位：百万円）

A第１四半期
(H22/4-6)

B第２四半期
(H22/7-9)

C第２四半期
累計(A+B)

D第３四半期
(H22/10-12)

E第３四半期
累計(C+D)

F第４四半期
(H23/1-3)

G通期
(E+F)

経常利益 1,255 1,917 3,172 2,356 5,529 1,478 7,007

四半期(当期)純利益 693 1,269 1,962 1,515 3,477 1,029 4,507

　前期　(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日) （単位：百万円）

A第１四半期
(H21/4-6)

B第２四半期
(H21/7-9)

C第２四半期
累計(A+B)

D第３四半期
(H21/10-12)

E第３四半期
累計(C+D)

F第４四半期
(H22/1-3)

G通期
(E+F)

売上高 12,241 15,825 28,066 21,494 49,561 23,278 72,839

営業利益 42 1,619 1,661 2,235 3,897 1,367 5,264

経常利益 △218 1,091 873 1,516 2,389 2,229 4,618

四半期(当期)純利益 △237 553 315 726 1,042 1,698 2,740

5,406 1,615 7,0222,386

24,423 67,767 24,264 92,032売上高 19,582 23,762 43,344

営業利益 1,132 1,888 3,020
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